
議案第２７号 

平成３１年度かすみがうら市下水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 平成３１年度かすみがうら市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 水洗化戸数          １１，８００戸 

（２） 年間総汚水量     ３，４９３，０００㎥ 

（３） 一日平均汚水量          ９，５７０㎥ 

（４） 主な建設改良工事  

        ・単独汚水管渠布設工事１０，０００千円 

          ・下水道管渠布設工事（神立駅西口地区土地区画整理事業）６，４７１千円 

          ・長寿命化計画に伴う更生工事４，５８４千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

第１款 下水道事業収益        １，６９０，５９１千円 

 第１項 営業収益            ４２０，６９５千円 

   第２項 営業外収益         １，２６９，８９６千円 

   

-1-



支       出 

第１款 下水道事業費用        １，５１２，４５２千円 

 第１項 営業費用          １，２４６，９９３千円 

 第２項 営業外費用           １７４，１０６千円 

 第３項 特別損失             ８５，３５３千円 

 第４項 予備費               ６，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５３９，６４２千円は、当年度分損益勘定留保資金５３９，６４２千円で補填する

ものとする。） 

 

収       入 

第１款 資本的収入            ２４８，２０７千円 

 第１項 企業債             １５６，４００千円 

 第２項 負担金及び分担金         １１，３９１千円 

 第３項 他会計補助金           ７８，１２５千円 

第４項 国庫補助金             ２，２９１千円 

 

支       出 

第１款 資本的支出            ７８７，８４９千円 

   第１項 建設改良費            ６７，２２８千円 

   第２項 企業債償還金          ７２０，６２１千円 
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（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払 

  金の金額は、それぞれ１５９，３２８千円及び１２１，５５５千円である。 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。        （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利   率 償還の方法 

公共下水道事業 ３６，７００ 

証書借入 

 

 

３．０％以内 

 

借入先の融資条件による。ただ

し企業財政その他の都合により

繰上償還又は低金利に借り換え

ることができる。 

特定環境保全公共下水道事業 ４２，１００ 

流域下水道事業 １４，９００ 

農業集落排水事業 ６２，７００ 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用 

（２）営業外費用 

（３）特別損失 
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  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

  第８条 次にあげる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に 

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費  ６３，３２９千円 

 

  （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業の運営に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８７６，２０５千円である。 

 

  （たな卸資産の購入限度額） 

  第１０条 たな卸資産の購入限度額は、５，５５７千円と定める。 

 

 

 

 

 

 

平成３１年３月１日  提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透 
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平成３１年度かすみがうら市下水道事業会計予算実施計画

(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

下水道事業収益 1. 1,690,591

420,695 1. 営業収益

420,634 1. 下水道使用料

61 4. その他営業収益

1,269,896 2. 営業外収益

1 1. 受取利息及び配当金

798,080 2. 他会計補助金

7,500 3. 国庫補助金

14,680 4. 県補助金

449,634 5. 長期前受金戻入

1 6. 雑収益

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

下水道事業費用 1. 1,512,452

1,246,993 1. 営業費用

62,916 1. 管渠費

4,665 2. ポンプ場費

29,594 3. 田伏浄化センタ―費

111,072 4. 農業集落排水処理施設費

165,855 7. 流域下水道維持管理費

15,874 8. 普及促進費

40,876 9. 業務費

62,46810. 総係費

753,67311. 減価償却費

174,106 2. 営業外費用

154,159 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

19,946 2. 消費税及び地方消費税

1 3. 雑支出

85,353 3. 特別損失

1 4. 過年度損益修正損

85,352 5. その他特別損失

6,000 4. 予備費

6,000 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

資本的収入 1. 248,207

156,400 1. 企業債

156,400 1. 企業債

11,391 2. 負担金及び分担金

4,200 1. 下水道事業受益者負担金

720 2. 下水道事業受益者分担金

6,471 4. 工事負担金

78,125 3. 他会計補助金

78,125 1. 他会計補助金

2,291 4. 国庫補助金

2,291 1. 国庫補助金

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 787,849

67,228 1. 建設改良費

32,055 1. 公共下水道整備事業費

9,070 2. 特定環境保全公共下水道整備事業
費

17,668 5. 流域下水道建設負担金

8,435 6. 建設諸費

720,621 2. 企業債償還金

720,621 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額
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特別職(人) 一般職(人) 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

11 8 83 27,693 0 19,176 46,952 8,842 55,794

0 1 0 3,906 2,435 6,341 1,194 7,535

11 9 83 31,599 0 21,611 53,293 10,036 63,329

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

11 8 83 27,693 #VALUE! 19,176 46,952 8,842 55,794

0 1 0 3,906 #VALUE! 2,435 6,341 1,194 7,535

11 9 83 31,599 21,611 53,293 10,036 63,329

区　　分 管理職手当 扶養手当 児童手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当

本　年　度 970 714 420 228 916 1,449

前　年　度 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

比　　　較 970 714 420 916 1,449 #VALUE!

区　　分 期末勤勉手当 退職手当負担金 合　計

本　年　度 12,646 4,268 21,611

前　年　度 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

比　　　較 12,646 4,268 21,611

平成３１年度　かすみがうら市下水道事業会計給与明細書

区    分
職　員　数 給       与       費

法定福利費 合    計

（単位：千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合    計

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合    計

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合    計

（単位：千円）
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２．給料及び手当の増減額の明細                                    （単位：千円） 

区 分 増減額 増減事由別内訳 説  明 備 考 

給 料  31,599 

給与改定に伴う増減分       

昇給に伴う増減分       

その他の増減分  31,599 
人事異動等によるもの 

（地方公営企業法の適用） 

職員数の異動状況 

本年度   ９人 

前年度  ―人 

増 減  ９人 

手 当  21,611 

制度改正に伴う増減分       

その他の増減分  21,611 
人事異動等によるもの 

（地方公営企業法の適用） 
  

 

 

３ 給料及び手当の状況 

  （１）職員１人当たり給与                                                                                                         （ 単 位 ： 円 ）         

区            分 行 政 職      技能労務職 

  平成３１年１月１日現在 

平均給料月額       ―       ― 

平均給与月額       ―       ― 

平 均 年 齢             ―       ― 

  平成３０年１月１日現在 

平均給料月額       ―       ― 

平均給与月額       ―       ― 

平 均 年 齢             ―       ― 
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    (２）初任給                                                                （ 単 位 ： 円 ）         

 区     分 行 政 職      技能労務職 
国   の   制   度 

行 政 職      技能労務職 

高 校 卒           148,600 円 146,000 円 148,600 円 146,000 円 

大 学 卒           180,700 円  180,700 円  

  

  （３）職務の級別職員数 

 

 

 

区     分 

一 般 行 政 職        技 能 労 務 職        備          考 

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）  

平成３１年１月１日現在 

８級 ― ―  ― ―  

７級 ― ―  ― ―  

６級 ― ―  ― ―  

５級 ― ―  ― ―  

４級 ― ―  ― ―  

３級 ― ―  ― ―  

２級 ― ―  ― ―  

１級 ― ―  ― ―  

計 ― ―  ― ―  

平成３０年１月１日現在 

８級 ― ―  ― ―  

７級 ― ―  ― ―  

６級 ― ―  ― ―  

５級 ― ―  ― ―  

４級 ― ―  ― ―  

３級 ― ―  ― ―  

２級 ― ―  ― ―  

１級 ― ―  ― ―  

計 ― ―  ― ―  
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 （級別の標準的な職務内容） 

 区    分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

行  政  職 部長級 課長級 課長補佐級 係長・主査 主任 主幹 主事・主事補 

 

 （４）昇給 

 区     分   合    計  事務・技術職  技能労務職 

 

本 

 

年 

 

度 

 

職 員 数（A）       （人） ９ ９ ― 

昇給にかかわる職員数（B）  （人） ８ ８ ― 

号給数別内訳 

１号給  （人） 
  

― 

２号給  （人） 
  

― 

３号給  （人）    

４号給  （人） ６ ６  

５号給  （人） ２ ２  

６号給  （人） 
  

― 

７号給  （人） 
  

― 

比   率（B）／（A）     （％） ８８.９ ８８.９ ― 

 

前 

 

年 

 

度 

 

職 員 数（A）       （人） ― ― ― 

昇給にかかわる職員数（B）  （人） ― ― ― 

号給数別内訳  

１号給  （人） ― ― ― 

２号給  （人） ― ― ― 

３号給  （人） ― ― ― 

４号給  （人） ― ― ― 

５号給  （人） ― ― ― 

６号給  （人） ― ― ― 

７号給  （人） ― ― ― 

比   率（B）／（A）     （％） ― ― ― 
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（５）期末手当・勤勉手当 

  区    分 
支 給 期 別 支 給 率             支 給 率 計       

（ 月 分 ）      

職制上の段階・職務の 

級等による加算措置           
備     考 

６月（月分） １２月（月分） 

本 年 度        2.225 2.225 4.45 有  

前 年 度        2.125 2.275 4.45 有  

一般会計の制度 2.225 2.225 4.45 有  

 

  （６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

  区    分 
２０年勤続の者 

（ 月 分 ）      

２５年勤続の者 

（ 月 分 ）      

３５年勤続の者 

（ 月 分 ）      

最 高 限 度        

（ 月 分 ）      
そ の 他 の     加算措置等 備   考 

支 給 率 等        24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年早期退職 

特例措置 

(2～20％加算) 

 

 

 

 

一般会計の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年早期退職 

特例措置 

(2～45％加算) 

 

 

 

 

 

（７）その他の手当 

区     分 一般会計の制度との異同 差異の内容 

扶  養  手  当 同  

住  居  手  当 同  

通  勤  手  当 同  
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平成３１年度かすみがうら市下水道予定キャッシュ・フロー計算書
（平成31年 4月 1日から平成32年 3月31日まで）

（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 178,405,172

　　減価償却費 753,670,261

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 79,663,240

　　長期前受金戻入額 △449,634,495

　　受取利息及び受取配当金 0

　　支払利息 0

　　有形固定資産除却額 0

　　未収金の増減額（△は増加） △806,415

　　未払金の増減額（△は減少） 22,039,922

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 0

　　小計 583,337,685

　　利息及び配当金の受取額 0

　　利息の支払額 0

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 583,337,685

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △63,256,635

　　無形固定資産の取得による支出 △17,668,000

　　国庫補助金等による収入 13,682,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 78,125,259

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 10,882,624

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 156,400,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △720,620,309

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △564,220,309

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） 30,000,000

資金期首残高 0

資金期末残高 30,000,000

-14-



平成３１年度かすみがうら市下水道事業会計予定貸借対照表
（平成32年 3月31日）

（単位：円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

（１）有形固定資産

イ　土　　　　　地 135,003,257

ロ　建　　　　　物 525,712,119

　　減価償却累計額 △17,729,223 507,982,896

ハ　構　　築　　物 19,401,870,774

　　減価償却累計額 △593,482,952 18,808,387,822

二　機械及び装置 693,148,115

　　減価償却累計額 △113,754,151 579,393,964

ホ　車両及び運搬具 917,118

　　減価償却累計額 △568,610 1,485,728

へ　工具器具及び備品 0

　　減価償却累計額 △0 0

ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 20,031,116,447

（２）無形固定資産

　イ　施設利用権 472,409,295

　　無形固定資産合計 472,409,295

　　固定資産合計 20,503,525,742

２　流　動　資　産

（１）現金預金 30,000,000

（２）未　収　金 160,135,325
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　　　貸倒引当金 △79,663,240 80,472,085

（３）貯　蔵　品 0

（４）前　払　金 0

　　流動資産合計 110,472,085

　　資産合計 20,613,997,827

負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

（１）企　業　債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 7,328,399,052

　　企業債合計 7,328,399,052

　　固定負債合計 7,328,399,052

４　流　動　負　債

（１）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 725,263,802

　　企業債合計 725,263,802

（２）未　払　金 143,594,191

（３）引　当　金 0

（４）その他流動負債 1,000,000

　　流動負債合計 869,857,993

５　繰　延　収　益

（１）長期前受金 10,246,870,615

（２）収益化累計額 △449,634,495

　　繰延収益合計 9,797,236,120
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　　負債合計 17,995,493,165

資　　本　　の　　部

６　資　本　金 2,343,006,590

７　剰　余　金

（１）資本剰余金

イ　国庫補助金 97,092,900

ロ　他会計補助金 0

　　資本剰余金合計 97,092,900

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 0

ロ　利益積立金 0

ハ　建設改良積立金 0

二　当年度未処分利益剰余金 178,405,172

　　利益剰余金合計 178,405,172

　　剰余金合計 275,498,072

　　資本合計 2,618,504,662

　　負債資本合計 20,613,997,827
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注 記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

・減価償却の方法  定額法 

・主な耐用年数 

建物     １５年～５０年 

構築物    ５年～５０年 

機械及び装置 ５年～３５年 

車両運搬具  ４年 

工具、器具及び備品  ４年～１５年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

流域下水道建設負担金  ５０年 

 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じて、茨城県総合事務組合に掛金を拠出

しているが、一般会計との取り決めにより、下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負

担は全額一般会計において措置することとなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、

拠出時に費用処理を行っています。 

（２）賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額 
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（１２月から３月までの４か月分）を計上しています。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度

の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上しています。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損の損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上しています。 

 

３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

  

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し 

平成３１年度において、期末手当及び勤勉手当として１２，６４６，０００円を支給するため、賞与引当金３，７０７，

０００円を取り崩す予定でおります。また、法定福利費として１０，０３６，０００円を支給するため、法定福利費引

当金２，９１８，０００円を取り崩す予定でおります。 

 

Ⅲ セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

かすみがうら市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業を運営してお

り、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業

の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務 

特定環境保全公共下水道事業 特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務 
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２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（自 平成３１年４月１日 至 平成３２年３月３１日） 

（単位 千円） 

 
公共下水道事業 

特定環境保全公共

下水道事業 
農業集落排水事業 合 計 

営業収益 

営業費用 

２７２，４４５ 

４９４，３２０ 

４０，３００ 

２６３，６４７ 

７３，６２４ 

４５３，７９８ 

３８６，３６９ 

１，２１１，７６５ 

営業損益 

経常損益 

△２２１，８７５ 

２０５，５７１ 

△２２３，３４７ 

１０，７７５ 

△３８０，１７４ 

７３，３４８ 

△８２５，３９６ 

２８９，６９４ 

セグメント資産 ６，４９９，８５４ ６，６８２，４８５ ７，４３１，６５８ ２０，６１３，９９７ 

セグメント負債 ５，９２２，４８２ ５，６６６，９８３ ６，４０６，０２９ １７，９９５，４９４ 

その他の項目 

他会計補助金 

減価償却費 

特別利益 

特別損失 

うち減損損失 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増 

加額 

 

３８１，２８０ 

２３７，１２３ 

 

６３，５９８ 

 

３９，０５９ 

 

 

１９０，８９９ 

２０６，７３３ 

 

９，７４３ 

 

２４，１９８ 

 

３０４，０２６ 

３０９，８１７ 

 

１２，０１１ 

 

０ 

 

８７６，２０５ 

７５３，６７３ 

 

８５，３５２ 

 

６３，２５７ 
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平成３１年度かすみがうら市下水道事業会計予定開始貸借対照表
（平成31年 3月31日）

（単位：円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

（１）有形固定資産

イ　土　　　　　地 135,003,257

ロ　建　　　　　物 525,712,119

　　減価償却累計額 △0 525,712,119

ハ　構　　築　　物 19,338,614,139

　　減価償却累計額 △0 19,338,614,139

二　機械及び装置 693,148,115

　　減価償却累計額 △0 693,148,115

ホ　車両及び運搬具 917,118

　　減価償却累計額 △0 917,118

へ　工具器具及び備品 0

　　減価償却累計額 △0 0

ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 20,693,394,748

（２）無形固定資産

　イ　施設利用権 482,876,620

　　無形固定資産合計 482,876,620

　　固定資産合計 21,176,271,368

２　流　動　資　産

（１）現金預金 0

（２）未　収　金 159,328,910
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　　　貸倒引当金 △0 159,328,910

（３）貯　蔵　品 0

（４）前　払　金 0

　　流動資産合計 159,328,910

　　資産合計 21,335,600,278

負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

（１）企　業　債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 7,897,262,854

　　企業債合計 7,897,262,854

　　固定負債合計 7,897,262,854

４　流　動　負　債

（１）企業債

イ　建設改良費等の財源に

　　充てるための企業債 720,620,309

　　企業債合計 720,620,309

（２）未　払　金 121,554,269

（３）引　当　金 0

（４）その他流動負債 1,000,000

　　流動負債合計 843,174,578

５　繰　延　収　益

（１）長期前受金 10,155,063,356

（２）収益化累計額 △0

　　繰延収益合計 10,155,063,356

-22-



　　負債合計 18,895,500,788

資　　本　　の　　部

６　資　本　金 2,343,006,590

７　剰　余　金

（１）資本剰余金

イ　国庫補助金 97,092,900

ロ　他会計補助金 0

　　資本剰余金合計 97,092,900

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 0

ロ　利益積立金 0

ハ　建設改良積立金 0

二　当年度未処分利益剰余金 0

　　利益剰余金合計 0

　　剰余金合計 97,092,900

　　資本合計 2,440,099,490

　　負債資本合計 21,335,600,278
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平成３１年度かすみがうら市下水道事業会計予算明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)
本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額 金　　額

1.下水道事業 1,690,591 0 1,690,591

　収益 1.営業収益 420,695 0 420,695

1. 下水道使用
料

420,634 0 420,634 1. 公共下水
道使用料

296,447 公共下水道使用料 296,447

2. 特定環境
保全公共
下水道使
用料

44,059 特定環境保全公共下水道使用料 44,059

3. 農業集落
排水使用
料

80,128 農業集落排水使用料 80,128

4. 61 0 61 1. 手数料 60 指定工事店登録手数料 60

3. 雑収益 1 雑収益 1

2.営業外収益 1,269,896 0 1,269,896

1. 受取利息及
び配当金

1 0 1 1. 預金利息 1 預金利息 1

2. 他会計補助
金

798,080 0 798,080 1. 一般会計
補助金

798,080 一般会計補助金 798,080

3. 国庫補助金 7,500 0 7,500 1. 7,500 社会資本整備総合交付金 1,500

（広域化共同化計画）

農村漁村地域整備交付金 6,000

4. 県補助金 14,680 0 14,680 1. 県補助金 14,680 湖沼水質浄化下水道接続支援事業費補助金 14,680

5. 長期前受金 449,634 0 449,634 1. 449,634 国庫補助金戻入 216,452

戻入 県補助金戻入 118,330

受益者負担金戻入 36,727

一般会計補助金戻入 78,125

6. 雑収益 1 0 1 1. その他雑
収益

1 雑収益 1

長期前受
金戻入

その他営業
収益

国庫補助
金

款 項 目 比　　　較
節

区　　分
説　　明
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収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出 (単位：千円)

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

1.下水道事業 1,512,452 0 1,512,452

　費用 1.営業費用 1,246,993 0 1,246,993

1. 管渠費 62,916 0 62,916 7. 旅費 10 普通旅費 10

13. 通信運搬
費

2,820 非常用通報装置電話料 2,820

14. 委託料 13,697 流量計定期点検業務委託 1,067

管路点検清掃業務委託 5,654

雨水逆西排水区下流部調査業務委託 4,279

中継ポンプ場清掃業務委託 2,513

草刈作業委託 184

16. 賃借料 640 土地借上料 640

18. 修繕費 18,464 汚水管路施設修繕費 900

マンホールポンプ修繕費 12,634

その他修繕費 4,930

21. 路面復旧
費

3,000 舗装修繕 3,000

22. 動力費 24,173 中継ポンプ制御盤電気料 24,173

23. 材料費 100 補修資材 100

24. 保険料 12 建物共済保険 12

2. ポンプ場費 4,665 0 4,665 9. 備消品費 40 消耗品 40

13. 通信運搬
費

91 非常用通報装置電話料 91

14. 委託料 2,649 ポンプ場維持管理業務委託 1,855

電気工作物保守委託 174

中継ポンプ場清掃業務委託 620

22. 動力費 1,865 ポンプ場施設電気料 1,865

24. 保険料 20 建物共済保険 20

3. 29,594 0 29,594 13. 通信運搬
費

31 非常用通報装置電話料 31

14. 委託料 8,741 電気工作物保守委託 180

款 項 目 比　　　較
節

区　　分
説　　明

田伏浄化セ
ンタ―費
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

処理場維持管理業務委託 3,991

ポンプ場維持管理業務委託 870

汚泥運搬業務委託 700

汚泥処理業務委託 3,000

15. 手数料 1,337 脱水汚泥放射性物質濃度検査 37

放流水質検査 1,300

17. 修繕費 11,875 施設修繕費 11,875

21. 動力費 5,745 施設電気料 5,745

22. 薬品費 1,857 薬品費 1,857

24. 保険料 8 建物共済保険 8

4. 111,072 0 111,072 1. 給料 2,381 一般職給料（１名分） 2,381

2. 手当 1,628 扶養手当 120

児童手当 180

通勤手当 86

時間外手当 300

期末勤勉手当 620

退職手当負担金 322

3. 賞与引当
金繰入額

308 賞与引当金繰入額 308

5. 525 職員共済組合負担金 483

共済組合追加費用 34

職員公務災害補償基金負担金 8

6. 法定福利
費引当金
繰入額

258 法定福利費引当金繰入額 258

11. 光熱水費 204 水道使用料 204

13. 通信運搬
費

4,944 非常通報装置電話料、携帯電話料 4,944

14. 委託料 37,400 排水処理施設維持管理業務委託 19,406

汚泥運搬業務委託 3,326

汚泥処理業務委託 6,000

電気工作物保守委託 918

処理施設機能診断業務委託 7,500

法定福利
費

款 項 目

農業集落排
水処理施設
費

比　　　較
節

説　　明
区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

草刈作業委託 250

15. 手数料 1,078 脱水汚泥放射性物質濃度検査 283

汚泥分析業務委託 795

18. 修繕費 30,241 施設修繕費 30,241

22. 動力費 28,216 施設電気料 28,216

23. 薬品費 3,500 薬品費 3,500

24. 材料費 100 補修資材 100

25. 保険料 289 建物共済保険 289

7. 流域下水道
維持管理費

165,855 0 165,855 1. 負担金 165,855 流域下水道維持管理負担金 165,855

8. 普及促進費 15,874 0 15,874 10. 備消品費 132 加入促進用消耗品 132

18. 賃借料 2 テント借上料 2

19. 補助金 15,740 水洗便所等改造資金利子補給金 40

浄化槽撤去費補助金 900

下水道接続支援補助金 14,800

9. 業務費 40,876 0 40,876 14. 委託料 40,876 下水道施設等緊急電話対応業務委託 1,153

使用料徴収業務委託 31,665

下水道排水設備等管理業務委託 8,058

10. 総係費 62,468 0 62,468 1. 報酬 83 運営審議会報酬 83

2. 給料 25,312 一般職給料（7名分） 25,312

3. 手当 13,841 管理職手当 970

扶養手当 594

児童手当 240

住居手当 228

通勤手当 744

時間外勤務手当 850

期末勤勉手当 6,797

退職手当負担金 3,418

4. 賞与引当
金繰入額

3,399 賞与引当金繰入額 3,399

5. 賃金 1,589 臨時職員1名 1,589

款 項 目 比　　　較
節

説　　明
区　　分
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

6. 5,655 職員共済組合負担金 4,960

共済組合追加費用 359

職員公務災害補償基金負担金 80

社会保険料 246

雇用保険 10

7. 法定福利
費引当金
繰入額

2,660 法定福利費引当金繰入額 2,660

8. 旅費 25 普通旅費 15

研修旅費 10

10. 備消品費 438 消耗品 438

11. 燃料費 393 公用車燃料代 393

13. 印刷製本
費

240 封筒印刷代 240

14. 通信運搬
費

133 郵送料及び切手代 133

16. 委託料 4,194 下水道資産台帳保守業務委託 534

広域化共同化計画作成業務委託 3,000

下水道台帳システム認可区域データ更新 660

業務委託

17. 手数料 2,083 排水水質検査 1,875

車検手数料 14

保菌検査 11

コピー機利用料 183

18. 賃借料 671 企業会計システム利用料 197

（財務、固定資産、貯蔵品）

土木積算システム利用料 408

伝送システム使用料 66

19. 修繕費 55 車検整備代 55

24. 保険料 95 公用車自賠責保険料 16

公用車任意保険料 79

27. 負担金 647 日本下水道協会負担金 91

霞ヶ浦湖北流域下水道整備促進協 38

法定福利
費

説　　明
区　　分

款 項 目 比　　　較
節
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

議会負担金

茨城県公共料金等暴力対策協議会負担金 10

茨城県下水道協議会負担金 23

茨城県下水道整備促進協議会負担金 33

下水道業務研修負担金 394

茨城県農業集落排水事業連絡協議会負担金 38

地域環境資源センター負担金 20

28. 貸倒引当
金繰入額

937 貸倒引当金繰入額 937

30. 公課費 18 公用車重量税 18

11. 減価償却費 753,673 0 753,673 1. 725,537 建物 17,730

構築物 593,483

機械及び装置 113,755

車両運搬具 569

2. 無形固定
資産減価
償却費

28,136 流域下水道施設利用権 28,136

2.営業外費用 174,106 0 174,106

1. 154,159 0 154,159 1. 154,159 公共下水道事業償還利息 59,580

特定環境保全公共下水道事業償還利息 51,018

農業集落排水事業償還利息 43,561

2. 消費税及び
地方消費税

19,946 0 19,946 1. 消費税及
び地方消
費税

19,946 消費税 19,946

3. 雑支出 1 0 1 1. 雑支出 1 雑支出 1

3.特別損失 85,353 0 85,353

4. 過年度損益
修正損

1 0 1 1. 過年度損
益修正損

1 過年度還付金 1

5. 85,352 0 85,352 1. 85,352 賞与引当金繰入額 3,707

法定福利費引当金繰入額 2,918

貸倒引当金繰入額（過年度分） 78,727

4.予備費 6,000 0 6,000

1. 予備費 6,000 0 6,000 1. 予備費 6,000 予備費 6,000

企業債利
息

有形固定
資産減価
償却費

支払利息及
び企業債取
扱諸費

その他特別
損失

その他特
別損失

比　　　較
節

説　　明
区　　分

項 目款
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

1.資本的収入 248,207 0 248,207

1.企業債 156,400 0 156,400

1. 企業債 156,400 0 156,400 1. 36,700 公共下水道事業債 12,200

公共下水道事業債（特別措置分） 24,500

2. 42,100 特定環境保全公共下水道事業債 7,000

特定環境保全公共下水道資本費平準化債 35,100

3. 流域下水
道債

14,900 流域下水道事業債 14,900

4. 農業集落
排水事業
債

62,700 農業集落排水事業資本費平準化債 62,700

11,391 0 11,391

1. 下水道事業
受益者負担
金

4,200 0 4,200 1. 下水道事
業受益者
負担金

4,200 受益者負担金 4,200

2. 下水道事業
受益者分担
金

720 0 720 1. 下水道事
業受益者
分担金

720 受益者分担金 720

4. 工事負担金 6,471 0 6,471 1. 6,471 工事負担金 6,471

（神立駅西口地区土地区画整理事業）

78,125 0 78,125

1. 他会計補助
金

78,125 0 78,125 1. 一般会計
補助金

78,125 一般会計補助金 78,125

4.国庫補助金 2,291 0 2,291

1. 国庫補助金 2,291 0 2,291 1. 国庫補助
金

2,291 社会資本整備総合交付金 2,291

項 目 比　　　較
節

区　　分
説　　明

公共下水
道事業債

特定環境
保全公共
下水道事
業債

工事負担
金

2.負担金及び
　分担金

3.他会計補助
  金

款
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出 (単位：千円)

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

1.資本的支出 787,849 0 787,849

1.建設改良費 67,228 0 67,228

1. 32,055 0 32,055 14. 委託料 5,000 公共汚水桝設置工事設計業務委託 1,000

管渠布設工事設計業務委託 4,000

20. 27,055 公共汚水桝設置工事 6,000

単独汚水管渠布設工事 10,000

下水道管渠布設工事 6,471

（神立駅西口地区土地区画整理事業）

長寿命化計画に伴う更生工事 4,584

2. 9,070 0 9,070 14. 委託料 550 公共汚水桝設置工事設計業務委託 250

測量委託 300

20. 8,500 公共汚水枡設置工事 1,500

マンホールポンプ設置工事 7,000

23. 用地購入
費

20 用地購入費 20

5. 流域下水道
建設負担金

17,668 0 17,668 1. 流域下水
道建設負
担金

17,668 流域下水道建設負担金 17,668

6. 建設諸費 8,435 0 8,435 1. 給料 3,906 一般職給（1人分） 3,906

2. 手当 2,435 通勤手当 86

時間外勤務手当 299

期末勤勉手当 1,522

退職手当負担金 528

3. 賞与引当
金繰入額

507 賞与引当金繰入額 507

5. 1,194 職員共済組合負担金 1,097

共済組合追加費用等 84

職員公務災害補償基金負担金 13

法定福利
費

工事請負
費

特定環境保
全公共下水
道整備事業
費 工事請負

費

節

区　　分
説　　明項 目 比　　　較

公共下水道
整備事業費

款
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 金　　額

6. 法定福利
費引当金
繰入額

393 法定福利費引当金繰入額 393

720,621 0 720,621

1. 720,621 0 720,621 1. 720,621 公共下水道事業償還金 286,986

特定環境保全公共下水道事業償還金 203,668

農業集落排水事業償還金 229,967

説　　明
区　　分

款 項 目 比　　　較
節

企業債償還
金

企業債償
還金

2.企業債償還
  金
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